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小 売 業 の 産 業 組 織 分 析 f f 説
 ̂ - . .

( その 1 ) ' 小売業の市場構造の諾特徴

. k ■

• 伊 藤 公

とは，当面の小売公共政策にたいする判断や批判，さ 

らには有効な政策のための甚準の提示に導くからであ 

る。 ：‘
以上の目的に接近するための續ー段階として，この 

研究ノートは，アメリカ，イギリスにおける研究のサ 

一ペイをもとにして，小売市場構造の諸特徴と，それ 

らの行動への影響をまとめておくことにしたい， ' 
研究〉ートの構成は， § 1 で,売手集中と買手集中 

を検討し， § 2 では, 集中の主す;！る決定罔でもる幾摸 

の経済性要因をとくにとり举げて考察し，製品差別化， 

参入障壁の2 つの構造耍素については， § 3 で検討す 

るという構成をとっている。 ,

§ 1 . 1 売手集中と買手集中

( 1 〉 売手集中

小売:業を含めた販売業の売手集中の測定が意味をも 

つのは，地理的領域力;狭い地方市場（local market) 内 

の競合的グループ内の集中度の測定である。このこと 

は，ベイン，バタ;^リン等によって，理論的に，ある 

いは具体的に述べられているところセあ％。

すなわち, 売樂の本来的特徴-—— 提供されるサ 

ビスは使用地点または引渡し地点で遂行される一 

—J 'から， r別の地方における小売業者は:5：いに競学 

関係にはなく, 同一の理論上のメンバーではない/  
C D  (邦訳（上）P.151)。これを具体的に述べれぱ,消 

費者の購買行あJ距離は，せいぜい20マイル糖度でもる 

こうしたわか因の/j、5ie聚の慎;i s双 つ 、冗' から，小売企業の戦略の变化の直接的影響は，，1都市 

策の新たな腰開をまえにして，小売業の産業組織分析， 圏 (metropolitan a r e a )内，あるいは地方的領域にとど 

すなわち，市場1/̂ 造の主耍な耍素とそれが市場行動に’まるのである〔2 ；) ( P . I25)。U Z 力U て, 「小宛娘中 

及は‘す爆響を，少なくとも理論的に盤理しておくとと、の状況,は，均質的には極端なまたは近似的原子状態の 

は有意義とおもわれる, いうまでもなく，そうするこそれではなくて,中位ますこは中位以下の寡占的集ホと

’ — - 2 4 2 ( 1 0 5 8 ) —  '

はしがき

§ 1. 売手集中と買手集中 

{り売手集中

(2)^買 手 集 中 - 、

§ 2 . 親 摸 の 経 済 性 ■
(1) 規模の経済性の意義

( 2 )垂直統合の利益

§ 3 , 製品差別化と参入障壁

( 1 )製品墓別化

( 2 )参入障壁 

小 括 ’ .

は し が .き

昭和30年代以後,わが国の小売業の構造は大きく恋 

イ匕した。それは，'スーバー，マーヶジj 'の成長= 大企 

業化に# 徵があるといってよい。スーパー.マーヶッ 

トは， 昭和30年代に店鋪売面積を拡大し（これが， 

いわゆるr店舗の大型化J である），40年代には,チェ一 

ン組纖による地理的拡大をすすめた。， その結果> 多く 

の啤方市場,地域市場において小売柴中度は上昇しつ 

つある。同時に，全国市場単位でみても，スーバー* 
チューン企業のいくつかは，百貨店と並ぶ大規模小売 

となっている。以上の小売市場構造の変化を景 

に， 昨年9 月， 「大幾摸小売店舗における小売業の事 

業活動の調盤に関する法# J 力♦ザ/!ば?:し独占禁止法の 

一般指定とあわせて，大規模小売店舗の行動にたいす 

る想制が開始された。

とうしたわが国の小売業の構造変化と，小売公共政

小売業の座業組織分析序説

，ぃう数多くの場合を合んでおり，それが比較的小規模 

，，な売手からなる+ 分な競争的周辺部分を伴ってぃるJ 
〔1 〕(邦訳（上）P .151).
しかし地理的に狭、領域の地方市場が小売業の本 

来の市場であろとしても，地方市場の集中族の測定だ 

.，けでは十分ヤはなぃ,その理由は次のように考えられ

小売: 業には，単一店舗のみ保有してぃる'企業と 

(単-*店#0金業と呼ぶことに十る)，複数の店儲を保有して 

、ぃる;Ik業 （複数) 输企業と呼ぶことにする）があ.り，複数 

ポ舗企業は次り3 つに大別される。 '■ ,
(ィ）保有する店舗を，ま内の多数の地方布場に配置 

してぃる:l y i — 全国企業 

( p )少数の地方市場がまとまった一定の地域内の1 
つ以上の地方市場に店舗の配置が服られヤぃる企 

業一一地域金業 

H  . 1 地方市場にのみ，店舗を置ぃてぃる企業一一、 

地方企業

ここに，地方市場の小売店錦は，単一店鋪企業と以 

.上の3つのタイプの複数店铺企業のぃずれかの構成単 

，位とぃうことができる。

したがって1 地方市場の小売店舗は，企秉単位の行 

.勘によって当然，規定されることになり，地方市場の 

结中のあり方のみかち想定される行動とは異なる行動 

をとる可能性がある。

との点について，ネルソンとプレストンは次のよう - 
に指摘してぃる。‘ - '
■■小売市場も需要の側から，つまり潜在的買ギ（消費 

者）が存在すろ場所と，買手力極買する商品の代替の 

可能性（原文，product substitution possibilities)と力、ら 

定することゆ通常行なわれていることであり，不正

確ではない。また, とのように市場を画定するととは, 
次の条件のもとでは供給の伽からも妥当性みある。す 

なわち，貿手は，上記のように画定された市場内での 

み営業しているか，少なくとも生たる営業を行なって 

いる企業によってのみ，商品• ■一 ビスの提供をうけ 

るという条件でもるb しかしながら，もし，地方Tiず場 
内の小売店舗が（それぞれ独立企業ではなく），当該地ガ 

市場内あるいは市場外の小売企業によって所有*経営 

されているならば，地方市場の分析のみでは不十分で 

あるJ (筆者訳，カツ:i は傘者挿入) （：3 〕（P. 2)。
それでは，地方市場の行動分ホfVこ不可欠なものとし 

て，地域市場及び全国市場単位から何をもとめたらよ 

いか。地方市場における行動は，地方，地域，全P iの 

それぞれを市場とする企業の行動に規定される‘ことは 

すでに述べたところでちるが，地力市場における行動 

のうち, 重要な諸侧面—— 掠ま的（侵略的）価格引き 

下げ .(predatory price cutting) ,価格姨争激化胆止のた 

あの，あるいは参入胆止のための協調行動一一•は，企 

業の絶対的規模(absolute s iz e )か生ずるのであり，

この企業の絶対的辑摸が地方市場行跡の分析にとっ：C 
不可欠といえ金業の絶对的規模は，地域，全®の 

各市場単位の集中度から得られる。したがって,’小売 

市場の分析には，地方，全国の各市場単位の镇中度の 

測定が必要とされるのである。

売手集中に関連し*C, つぎに考慮しておかねばなら 

ないことは* .小売業の総合化傾向である。戦後の小売 

業の1 つの特徴は，従あ特定の,ないしは少数の業 

種に3#門化してい；̂̂：金業に,総合化の廣向があらわれ 

てきたことである。総合イ匕は，贩壳方式の相違によっ 

て区別された経営形態の複合イ匕を必然的伴う。たと 

えぱ，従来，スーパー' . つ‘ '- 'ケットを経営していナこ企

.注（1) 地域的補償に突えられた掠‘海的価格弓Iき下げの慣行は，アメリカでは, V、くつかの大规摸な全国企業によりて，しぱ

しぱ行なわれてきた。第 2 次大戦前のA ‘&ip社，戦後は，セイフウエイ社（Safeway S t o r e s ) ,ナシg ナル*テイ一社

(National Tea C o.,)ごく最近ではふたすこび，A&P社の事例はil觸として有名である。C4D (p. 695), (5 3  (pp.105 
〜142)’〔6〕 . . . . .
協調の可能性につI；ヴ ,チドワーズは次のように述べている。 r•大企業同志の禾陣は,多くの地点で衝突しそうであ 

る。……衝突;が起るもる地点で，ある大企業力•、別の大企業に，力、しゃくなき競f tを仕掛けることから得られるオij益は， 

別の地点でその相手から受ける報復によって蒙むる損失と比較するとわずかなものであるようだ。 かくして，持ち’ 
つ持たれつの閲係，協調の精神力消つ誘因が存在する。……J . (策者訳）〔7 〕。

これにたいして，廣位売手集中がみられるホ場でも，小売業では，価格に開する協調行‘動をとることは困難であり，

突際例は少、ないとする論者>|>少なくない。〔8 〕（IX 5 1 ) ,〔9 〕（P. 64)。 •
他力《■ぺッキング. オ一ダーJ (pecking order)の例をとって；協調の存，在をそうとする者もある，〔10〕(p,88), 

〔11〕(p. 263) '
’. ( . 2 )マーケチイングでいう. rスクランプルド《ッしチヤソダイ.ジング丄（semmbled merchandising) この綴:合化の意

味でぁる。 ■f ,

243(iC)59) — ~
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業が，霉門店やグァラュティ 一 *ストアの経営に進出

'すると力、，デパート力’、，スーパー.マーケットをも'■O
ようになるなどがその例である。この後合化がいわゆ

るインタ.一•タイプ競争 (intertype competition)を激 
( 3 )

イ匕させる結果を生んでいる。

以下では, まず，綠合化,複食化斌向をもたらした 

諸妻因をまとめたうえで，この傾向が，売手集中およ 

びその他の市場構造要素に及ぼす影響と行動への影響 

を若千考察しておきたい。

紘合化傾向を生ぜしめ，促進したと考えられる要因 

は数多いが, 主な要因を拳げると，

(イ）小売業のコストをカバ— すべき全販売商品の乎 

均マーク• アタプ率を維持するには，仕入価格以上の 

ク . アップ率をつける商品と,仕入価格以下の一

手第中の市場においても, 価格に関する協調を、、っそ 

う困難とするかもしれない。〔2 ：} (pp. 132-133, 169) 
第 3 には，総、合化と複合化は，品撤えや，贩売方ま 

のちがいにもとづいた拳別化の程度を弱める方向に作 

用するであろう。そのy•こめ，他の養別化要素，たとえ 

ば，立地，品質などの相対的重要性は墙加するととに 

なるであろう。 ■

小売業の産業組織分祈序説

( 2 ) 買手集中•
集中 ­

-ル売業の買手  としての市場

地方市場（これが売手としての小売企業ないしは小売店鎌 

の本来的市場である）における小売業の翁争の特賞と結： 

果に影響を与える集中には，売手集中のほかに買手集： 

ーク* アV プ率をつける1̂ 8命と，. I I 八lUHfff从 r "ノ、 ，中かある<1地方市場では, ' 売手の単位は店鋪でfc.り， 
ク . ァップ率をつける商品の組み合わせが1̂ 、̂要とな売手集中の測定は店鋪単位で行なわれる。これにたい，

' - ........... .....して, 買手としての小売店舗は独立の存在ではなく, 買：

手としての単位は企業でもる。しかも，買手として<q， 
企業は，共同して購買する填合がる侧買する全品EI 
について，あるいは一部品目に限定して行なわれる場合，常 

設の共同購買組織をもつi i合，そうでない場合など，與まの

， メ - • — -

る。こめ戦略を有効ならしめるためには，販売品目数 

を増大させねばならない。これが，総合化傾向を必然
( 4 )

的とする。〔20〕 (p. 7 9 0 ) ,〔2D  (pp. 62〜63)
(ロ） ある業種に専門化している小売企業において販 

売される商品のなかには，他の築糖にぎ門化した小売完される袖ほのなか!̂しは，他'̂ソポ他，しサ■ Jルレ'し-J -ノLI -... ..
企業で販売される商品と補完!^係力;存在する商品があ形態は多様である)。したがって，賈手集中は，企業と金

_1し , ►/J? =r：/r̂" AV ャ̂ 斗̂ fflrt ミ->1.わレゴ̂ナぷ な、，V
る。これが総合化に導く。〔23：} ,〔21〕(p. 64)

{ハ） 消費者の購賀行動の変化のうち, ワン♦ストッ 

プ，シヨッピング傾向が強まってきた。これが総合化 

をもたらすことはいうまでもないが，それを促進する 

最も重要な耍因である。〔24：) , 〔213 (P. 63)

業の共同組織を買手の単位で計測されねばならない 

企業としては，（1)で規定したように, 地方企業，地域 

企業, 全国金業があり；企業の共同雕買組織にも，地 

方市場内をとどまる地方購買組織を最小の組織として,， 

地域市場,全国市場にまで磁織を拡大している鹤織が * *- _ V A 4UC-:も 重 要 な 要 js r e 'あ 々 。 び _1,しるJLJ Ky. MO, 'レ-ハ-..,… 一 .

( 4 新製品の登場, 既存製品の標準化の進展も総合あるから，地方，地域，全国の各市場にっいて，企業 

化をもたらし，促進する。〔21；) (P. 65) および共同]#賀組織の2 つが買手の単位として，買手

総合化とそれにともなう複合化力,V 市場構造，市場集中は計測されねぱならない。

行動に及ぽす影響を次にまとめておくことにしたい。 買手集中が，小责業の競#•の特質と結果にどのよう 

第 1 には,‘ 緣合化は, 業種別売手猪中度の上昇を抑な級響を与えるかを明らかにするためには，賀手集中 

制するかもしれない。もしそうならば, 複数業®仓の程と小売業にたいして商品 ' 供給する売手（製造 

計の売手集41度の測定と,，小売全業種の売手集中度の衆ないしは卸充業）の |̂中の@度とり対觅湖係から，売, 
測定が重要性を增すことになろう。第2 に，各業種で手賀手間の価格形成力':分析されねぱならない。売手集 

遂年增加傾向がみられる派売品目数に加えて, 総合イ匕ホ 'との対m関係から, 買手集中は，分析上の意義をも 

は，さらに品旧数を増加させる„ このことは, 高位売つのである。以下では，売手と賀手の集中両方を基

注（3 ) 総、合化，複合化について，公刊された资料，諸研究から把握しやすい業独は，食料品小宛菜である。ひ4〕 (p. 204- 
205), C15D (P.30〜36), C 8] ( p . 4 3 ) この榮糖では，非食料品部f，【jの贩ど額の食料品販売総額に占める比率の上昇， 

それにともなう販うt:方式の複合化（たとえぱJ ディスカウント• ハウスの経営など〉が目立ジている。〔15X16〕ひ71
〔ゅ 。 .

また，プメ >ノカの商樂センサス分 «̂上1業额にまとめられているゼネラル."̂——プ’ヤンダイジング業(general mer­
chandising stores)-— との業糖には,ヴナラ；*̂チイ‘ストア,デパート，デイスカウント，ストア一の3榮湖か贫ま： 

， れている一においても，服売力式の拟合化が断ル的ではあるが報告されているC〔ゆ (P- 47) . 、;

( 4 ) この点について.の# 細な経済分析は，ホールトンによって行なわれている。〔22〕 ’
' —— 2 4 4 U 0 6 0 ) —

礎とする市場分類と, 類型化されf：!各市場での価格形 

成，価格水準をペイン磁に依拠して喪約しておくこと 

にする。

小売業における賀手としての単位は，先に述ぺたと 

ころである力;，売手（製ま業ないし卸売業）の方も，全 

国市場を単位とする全国企業，地域市場を填位とする 

地域企業，地方市場を単位とする地方企業に大别され 

る。貿手は，これら売手の少なくとも1 つ以上から製 

品を購實する。

全国, 地域，地方の各市場において，売手と買手で 

構成される市場は， 次の4 つの類型に分けられる。 

c i x m  U )  P . 1 5 5 ) .
①買宇と売手がともに多数で，小親摸である市 

場-完全に原子的な市場 

; ②買手は多数で小規模だが,ある重要な売手策 

中度をも'0 市場—— 単純寡占 

レ③ある重要な買手集キ >度をもち，売手が多数で 

小規模であるTt?場—— 填純需妻媒占 

④重要な買手集中度とともに重要な売手集中度 

をもつ市場一双方寡占

これら4 類型め市場相互の価格水準を理論レベルで 

比較すると，類型③（単純需要裁占）の価格水準は, 類 ‘ 
型①およか②の価格水準よりも低い。镇型④の倾格tK 
準は，類型②のそれよりも低く，類塑( b との比较では， 

少なくとも同水準かるいは低い。〔1 ) (邦訳，（上）

.pp.154〜156, 395〜401), C253 (pp. 239〜252)
以上から，明らかにTfeる重要な買手集中度をもつJ 

買乎は，しからざる買手と比較して，売手から購買す

る製品の価格において® 位となる。このととは，地方 

市場の小売栽♦に次のような影響を与える。すなわち， 

地方tJj場内の小売企業および小売店舗の競♦上の俊位 

性は, 製品の購貿面の俊位性が1 原因となって生じ,そ 

の優位性は，地方小売店舗を保有している企業が地方 

企業か，あるいは地域企業か， るいは全国企業なの 

かによって, また, そめ金寒力，、共同購賀組織に加入し 

ているか杏か，その組織が地方的か，地域的か，ある 

いは全国的かによって決まる。ここで最大限言い得る 

ことは/:なんら共同晴買組織に加わっていない地方金 

業の小売店舗がもっとも購賀面で, 不刹i なり，全国 

企業の小売店^{|及び全国的購買組纖に加入している企 

業の小売店舗がもっとも俊位に立つということでる，

§ 2.規 模 の 経 済 性  

- ' ,

集-中を決定する諸要因のうち，主たる要因めひとつ 

としで規模の経済性がある。以下では,若干の主要な 

研究成果をもとに，小売業における規模の経済性の意 

味，発 4̂理(±1,特徴を，（1)で梭时しゼは，規模の 

経済性の重要な側面である垂直統合の利益について若 

干の考察を加えておきたい。

( 1 ) 規摸の経済性の意味，亮生理由,特徽 

小売業における規摸の経済性を分析するにあたって, 
まず問題となるのは，指標選択の間題である◊ すなわ 

ち，揉摸の指標としては, 製造秦の場合と同様，投入， 

産出両面から指標力':選ぱれ得るが，間題は産出面から

注( 5 ) 通常の需要寡占市場においては， r大親模な買手による若干の価格親制は存在するが , 売手による規制は箱在しない。

ま た ー 哪 的 傾 向 （ただし買手の染中度のいか /Vでかなり差異をもつ） としては，大M摸な買手が共同して購買量を制限

して* 価格を原子的水準より若干低くおさえる倾向がみられる J。 さ ら に f たとえ共同で行動しないまでも， 大量跡入

につきものの交渉力によって， 個々め大规模な賀手は， 不 完 全 市 場 で 比 较 的 低 、価格を取り决めることができよう J 
C。 （邦 訳 （上） pp. 156 , 154)  ’
同様の指摘はアードルマンにもみられる。（26〕 （P . 1300)
'J'：売業については , j搏資における協調行動の i lf例はほとんど報告されていないが，小鋭摸な贸手企業と大規摸な買手

企業との間の価格差別の出現の事例は , 叙料品小壳業を中心に多数報告され， 実態が明らかにされている。 （5 )  (PP. 
181〜201〉 ■'
双方壊占市場においては， r……大躲摸な売手の力と大规摸な買手の力力t相殺するという一般的旗向がみられる。そ 

のため価格は，渡占だけ，あるいは需要® 占だけのときよ！？も原子的水準からi i れる範Mは小さい。つまり, 大ifi摸な 

資手と大躲摸な亮手の「対抗力J ゼ、、売ギの独占的傾向とiミ手の独占的傾向I ともに削城させる依I向にあるといえよう 

が，しかし原子的市場の結果にまさに一致すると期待することは一殷̂的にできない。売手，中庇と賀宇集中度のいずれ 

が相対的に胁いかによって，その結果はなんらかの影響を受けるはずである。J 〔1〕（邦訳，（上）P - 156)
シェアーは，ポ純需要ぽ占ホ堤，双 方 数 市 場 に お い て ，売手力；贸手に与 -えを価格譲歩の可能他を， アードル-'ンが 

研 し た A & P の腊買政策を例にして次のように述べている。 <■强 力 な 買 手 （stn m g  b u y e r s )は,価格規制力を全くも 

たない資手か , あるいは，価格说制力を大いにもっている資宇のいずれからよりも， より多くの制格嫌歩を t e f i：の価格 

说制力をもつほ手から得る紋向がうかがえる。J，（第者訳） 〔25〕 （P. 250〉

2 4 H m r )
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( v ) 垂 直 統 合 の 利 益 ,

' とれらのうち，（りについては， § 1 の買手娘中のと 

ころでみた価格譲歩の他に,売手と買手の双方に生ず 

る費用の節減がある。ただし，とえで注意されねばな 

らないのは, 商品の種顏ないし特性によりて,ク量購 

買の利益がはたらかないものがあることセある。

垂直統合の利益にマいては，後に別個にとりあげて 

检討することtとしその前に,親摸と費用に開する主 

耍なまIE研究をとりあげて，その結果を要約しておき

すこ、、,
① 1店舗規模と費用の関係を実証分析した研究は 

少ない。ディ' 'ーン，ジモムスの研究〔33；) , 戦後では, 
ホールドレンのlilf究〔9 〕, 比較的最近では,アメリカ 

連邦取弓I委員会（F. T‘ C . )の行なゥた調查がある。m) '
( i ) ディ-^ン》 ムスのT メリ力における靴小 

売店を対象とした調査によると，IS売量の墙大にとも 

なう費用（単位当りm , 以下同じ）め低卞はみられる 

が，最大規摸の店舗に次<:♦下位規模め店舗に最征費用 

が記録されている。’
(ii) ホ一ルドレンが行なったアメリ力り食料品小売 

店舗の調までは, 胺売量の.増大にともなう費用の低下 

がは'っきり示されている〔 .9〕(pp. 42—54)
(iii) F. i \  a  . が1965年 3 月時点で， 9 都市の食 

料品小売店触の規模（販売ダゆと売場面積の双方を指標とし 

て、、る） と営業費の開係を調査した結集， け 売 額 の  

20%墙にたいして，営業費は1%低下を示す。(ロ)営 業 ， 

費の低下は，，売場面糖め拡張によるよりも，むしろ， 

単位売場面積当たり服壳額の上昇によって生ずる。売 

場面積規模の如向にかかわらず,単位売場面積当りの 

販売額の増大がもたらす販売額对i i：営業費率の低下は 

いちじるしい。言い換えれぱ* 規摸の指標に売場面糖’ 
を選んだ場合, 規模と費用（営業殺)の相関は大きく 

'はないが，単位売場面辕当りの販売額と営業費の相関 

は大きい。〔34〕（pp. 139-^52) \
②企業規模の経済性関する代表的な実証分析it 

しては，オックスフォード大学統計研究所を中心とし 

たグループの则究〔35〕, . 〔27〕，アメリカでは，ダグラ 

スの研究‘〔36〕が举げられる。 ■ , .
( i ) オックスクオ一ド. グル-"プの©f究は,最初ぺ 

ラ'ミ一によゥ，て，のちにホール，ナツ，プ等によってす. 
すめられてきチこ。 ： '

ペラミ一は，庚証の結果，企業規模源売額を指標と 

する）と費用の関係を次の'ように結論づけてい,る。す 

なわち，大企業は, 中小企業と比較して，商品購買価 

格が低い。また，販売額単位当りの版売費用が大企業 

の方が大きいが，これは，従業者1 人当り販売贵 

(または®売額）であらわされる労働の生ま性が,規模 

とともに上昇するため，版売費用以外の費用を低下さ 

せ得るからである。〔35〕 (pp. 237 ~260)
(ii) マふリカの小売企業め規模め経済性,研梵として， 

ダグラスの分析はよく知られている。ダ グ ラ 5 
業 糧 （食料品, 日用品，i i貧, 衣料 . 服飾品，家具)のを 

れぞれVこついて，販売額規模別にみた販売額対営業費 

の比率,販売額 fcたいする営業費及び商品購買価額 

(仕入価額〉の弾力性を検SEしている。その結果を耍約 

すると> (イ)販売額規模別にみた販売額対比業費率め 

傾向は，業種によってさまざまであるが，大略，次の 

ような傾向が多くの藥糧で看取される。すなわち，規 

摸の上昇にともなって営業費率は低卞するが，中想摸 

層からそれは上昇に転じ，大規模層ではふたたびそれ‘ 
は傅下を示す。そして, 営業費率が最低となろ層は，

, '兴ずしも大規模層ではない„ (ロ)賜壳額にたいする営業 

費及が仕入価額の弾力性もI 業種によってその相違は 

いちじるしいが, 仕入価額の弾力性は，大規模層で低 

' 下している業種が多くみられるの力;特I t 的である。こ 

れは, 服売額の上昇率と対比した仕入俩額の上昇率が， 

大規模層では低下することを意味しており》大規摸層： 

の商品購買上め俊位性を示唆している。

③以上の①，②でみた諸班究は，規模と費用の関 

係をiri接実証分析したもめである. これにたいして, 
労働生産性をま模別に調查することによって,間接的 

に規模と費用の関係を明らかにしようとする試みも数 

多くなされてき/こ，代表的には, , ポラードとk ュ の  

研究〔37〕，ホール等の研究〔27.：) , 最近ではバックリソ 

の研究〔2 〕が挙げられる,
( I ) ポラードとじュ一は* 1950年のイギリス第1 回 

商業センサズを•もとにして，業m 別に, 小売企業を販 

売瓶規模によって9條層に分け, , 従業奢1 人当り年間 

販売額（これを「生産性』とする）を化较している。，そ 

れによると, 生産性は,小規模層から中規模層にかけ 

ては，，はとんどの業軸で上昇をンしている4 最高の値 

が最大規振層に:おいてあらわれる業種は少ないが，多 

くの榮截でそれは,大鋭摸層においてらわれる値向

 ；   ----

注（9) ホー‘ルトンは,との点に注目して，複熬店舗の利益が大きい業極と，そうでない業糖を分烦している。〔32；)
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選ぱれる場合，何をもって小売業の産出とするかであ

K この問題は，理的には未だ解決されていないが,'
実証分折では, データ入手の使宜上，跋売量,あるい

は販売額力'；産出の播標として通常は使用されている。

費用については，通常の分類にしたがらて，固定費用

と可变費用に大別されろが, 小売業では，労務費のほ

とんどが画走費用极いとなるととを留意しておかねぱ■ 
( ? )  '

ならない。

製造業の場合の大規模工場?)経済性と，大規模企寒 

ないし後数工場企桌の経済性の区別に対応、して，小売 

業では，大規模店舗の経済性と, 大規模企i ないし複 

数店舗企業の経済性に区別される。 1 店舗規模の指標 

を販売量とすると，それと短•長期平均費用との関係 

は，製造業における1 工場生産量と短，長期平均費用 

との関係と基本的に異なるところはない。しかし，以 

下では，小売業における規模と短，長期費用の関係を， 

小売業の特性に照らして検しておきたい。

① 1 店舗の期平均費用

親 摸 （販売量）の増大にともなって平均可変費用が 

通減するめは，仕分け（分類)；取撤え，在® の各費用， 

及び服売諸経費が，販売量と同-^比例関係では上昇し 

ないからである。また，販売量の増大= 仕入れ量の增 

大によってもたらされる商品供給者側の経費節液分の 

一部，または全部を, •諸種の割弓(きの形で受けとるか 

あである。平均固定費用は，M壳量が墙加するにつれ 

て連続的に下陈することはいうまセもない„ 平均費用 

は,平均可変費用と平均固定費用の和に他ならないか 

ら, 平均可変費用が通满している販売量の範囲では, 
平均費用は，平均固定費用が常に通減するがゆえに下 

降する。平均可恋費用が増加し始めるとき，もしもと

の增加を相殺する以上に平均固定費用が減少するなら、 

ば，平均費用は通減し続ける店鋪の服亮能力は,平 

均費用の上昇点で示される。雙造業の場合, 1 工場に 

おける大量生産—操業庇め上昇が，「大量生産の利益J 
と呼ばれるのに対応して, 小売業の場合， 1 店舗の短： 

期平均費用の通減を， 「大量販売の利益J と呼んでよ- 
いであろう。 .

② 1 店舗の長如平均費用

長期平☆費用の適減，すなわち，規模の経済性が生： 

ずる理由は, 小売業に開しては, 次のようにまとめら. 
れるであろう。

第 1 に，固定設備の購買価額や追加される労働力の' 
費用は, 販売能力の拡大と同一比例以卞め率で’しか上 

昇しないからである。労働力にっいていえぱ，労働力 

が追加されることによって，分業,専門化が可能とな 

り，追加率を上0 る举:で服売熊力が増大すると考えら 

れるからである。 〔27〕 (pp. 65 -  6 7 ) ,〔29〕（pp. 152-
153)
第 2 に, 服売量がある水準に達してはじめて，特定： 

設備は，一定の能尋Sで使用され得るからである。〔29：!; 
(p. 153)
③大嫁模企業の経済性 . /
大規模企業いし複数店舗の経済性は, 次の諸原因； 

によって生ずる。

( i ) 大量服壳‘購負にょる経済性 

《iり資金調達上の経済性 

( i i i )店舗諾施設，設備の標準化，极格の統一によ： 

る経済性

( i i i )管理担当者, 販売耍員の毒:門化と維減

ゾ{ iv r研究開発の効率イヒ . . .
. . . . . . .  •

注（6 ) 小売柴の産出の規につV、ては，ホール參〔2 7 )は, 販充量，販売額, 粗利幅のそれぞれについて吟味したうえ，揺

論的には， その各々が填独では理論的に満足な指標とはなりえないとしている。 ホールトソ〔28〕， マ夕リーラyK
C29：) は，取引件数を力II味した販ネ遣力♦、, 理論的に満足な指壊たり得るとしているが, これも， k ュックス〔SO) によ

って批判されている》〔30〕 (p p .103〜104) .
’(マ） ホ‘- ルドレン〔.9〕は，労狡撒1Jを r自.山栽量固定? (discretionary fixed c6s t ) と呼んでいる。すなわち，労'

務費用Jち短域的には産出水準の動にともなって変動しないというデ通常の意味cp画定数用の範{廣に入るが，産败 

水期がゼロの場合には^6生しないという点で，また，サービスの種机質の趋異，経宵者の努力，経営の巧拙によづて 

も変動する点で，通常の意味め固定費;fjとは興なる.。そのため，労務数用の並種として分想し上記の呼称を与えて•い 

る《 C9}'(p. 33)
また，ワイス〔31；) も，小究第では，労務費iijが，固定哉;n としての性格を具えていることを指している。ひ1)

.(邦訳，pp. 223〜225) , -
( 8 ) ワイスは，次のように述べている，r流動廣が一定力、減少ぎみで，ほとんどの営業費力個定的である場合,小命商は 

商が，販亮诵の湖大に件ゥて販売一ir!位当りめ级をかなり持綺的に低T させることができる。（ホ略）小5ld商は'レ 

トタイムなどを雇っていくらでも販壳能力を拡大することができるし，またしようとする力*S この場合でも-位当た 

りの! が必ずしも途ガもなく盒上界すタわけではない。一̂般的には, 時期的なピークをのぞいて- !小究商は®痛数f t  

を地加することによゥて単位5ほinを低減させることができる,J C313 (邦訳，P. 225)’ .

 2 4 6 (1 0 6 2 )------  ■.
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が看取される*
( i i ) ホール，ナップ，クインスチンの共同研资は，

同 の 1お0年のイギリスのセンサスを'用いて,靴小売 

業と食料品小売業について，保有店舗数別に小売企業 

の生rま性を比较しでいる。その結果をみると，両業種 

とも， 1店舗当り錢業者数4 〜5 人以上の店M を多数 

保有する企業はど概して生産性は高いことがわかる 

(ただし食料品小売企業では，最も高'^、生産性を示す層は,
中媒模膚である）。

( i i i )バックリンは，1954年と63年の商年を選んで， 

ァメリ力の食料品小売店細の従業者規模別の生産性を. 
算出, J t較したうえ, 次のように指摘している。すなわ 

ち，従業者数でみだ規模が大きV、店舗はど生産性は概 

して高い傾向がうかがえるが, 50人以上規模ではこの 

傾向はみられない。 これは， し" . ‘ •必ずしも媒摸の不 

経済がはたらくのではなく，本来,卸売業が行なう業 

務も小売店鋪が行なっているためである。また，この規 

模肩の生産性が，1954年から63年にかけて仲びたのは, 
(店舗填位で行な#?れていた) 業務が,本部に移譲されたた 

めに生じたのであり' , OS舗単位の)生産性の上昇に起因 

するものではないかもしれない。J 〔 2 〕 (pp. 81〜82) 
(驚者訳，文中の力ッコ内語句は驚者の挿入）

以上の主要な実証研をから，規模と費用の関係につ 

いて示唆される諸点をまとめておくことにする。

第 1 に， 1 舗の規模の指標に版売量または販売額 

をとると，媒模の経済性は多くの業® でみとめられる。 

費用曲線の型は，一般に逆J 字型とみなされる。親摸 

の指標に売場面稱をとると,規模の経済性は小さいか 

もしれないが, との点は，より多くめ業®!についての 

調査を待たなければ，なんらかの傾向を述べることは 

できなレ。

第 2 に，大規模企業ないし複数店舗の経济性は，多 

くの業種にみられる。これは，規模の増大にともなう 

労働生産性の上昇,あるいは服売額に占める商品購買 

価額の低下によってもたらされるととが明らかにされ 

た《

m 規模の不経済性も，実際には生ずる可能性が
( 9 )

ちる。

( 2 ) 垂直統合の利益Iこついて

小売業の場合，垂直統合は, ぃ力.、なる条件のもとに， 

ぃかなる具体的形態をとるのか. また,その利益とは 

何か。これらの問題を以下では検討‘しておきたい。

まず, 小売企業ポ行なb垂庭統合;の2 つの形—— 完 

全統合と不完全統合の区別を確認しておぺととにする。 

完全統合とは，小売企業が，既存の製造企業または卸 

売企業を併合することによって, あるぃは, 製造業， 

卸売業に新規参A する形であ;2>。これに>こいして，不 

完全統合は，♦ 売企業が製造設備を取得することなく， 

製造企業に製品を委能鹤造させたり，卸売企業を自己 

専属の仕入機関化して,委託購買させる形の統合であ 

る。 .
製造業.を統合する. 合 （完全統合，不完全統合ともに)， 

製品は，小売金業の商標(プランド）を附して販売さ 

れるから，’この製品は，製造; 業のプランドで腹売さ-
れろ製品と 区別して， プライペイト.プランド品と呼(10)
ばれている。

なお，以下の検討では，小売企業による製造業の統 

合に限.定し，同時に，プライベイト.プランド品の小 

鬼販売価格は，プライペイト，プラソドとなる以前, 
つまり，，敷造企業のプランドで販売されていたときの 

価格と同水準であると仮定する。

小売4^業が,ある製品の製造業を絲合する基本的誘 

因1 統合を可能とする条件及び，統合形の相違をも 

たらす耍因は，次のようにまとめることができるであ

すなわち，当該製品の製造のために跨下される資本 

力、ら期待される利潤が，他の製品, ^ > るぃは，他i i業 

(小先部門も当然含まれる）への資本投下から期待される. 
’ 利潤よりも大きぃと小売企業力■ 断するならば，小売 

企業は完全統合を金てる。これが完全統合を企てる墓 

本的誘因である。しかし，完全騎合を行な)得るには，

ナ
ダ

f ：>.li ：：;V と，::；;.ジみ.て ユ -； ン，: レ，-.’,V.--ズふ‘.:ジ.ふ: ニ，̂̂̂̂̂

注（9 〉 バックリンは，规段の不経坑性がァメリ力の食料品小売業に生じている可能性があるとしモいる。なぜならば，全国 

にチ,ェ一ン店をも-?大金衆の成丧傘が，地域めチ:一 ン企業のそれより低いのは，大企業の場合,経営管理機能が木部 

に集中しているため，地域，地方の需要の特性とそと変化に適確に対化けるべき弾力性を欠いている。つまり，大企業 

の不経御生にそのー原旧;^^もるかもしれないと述べている。〔22〕 (P. 98〜99)
<10〉 消ダV財の販売緣額に占めるプライペイト* プランドの比率と, その推移を示すに足るデータは無いが，ァメリカにお 

ける12品目 （包数: 如，，家座WiWi,ガソリン，股物，タイア，ま齒霜盤顔〉についてクックとシュット力くラなゥた詞 

までみ，么品目ともプライペイト，プランドの比率は上ダ/を示している。〔39〕(pp. 179-184)
この他に，氣雄分析として注目される研究として，スターン〔40；), n ~ ル等〔41；)，め®?究が力) る。

' . . f
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次の条件を小売企業が満たしていなけれぱならない。 

その条仲とは,当該製品の効率的な製造を行なうめに 

十分な量の販売を見込むことができること，さらに， 

もし統合される製造業の利潤が, 製品差別化，とく 

に形式的製品差別にその原因があるとするならば，小 

売企業が，企業としての形式的差別化(企業名など〉を 

十分に達成していることが条件として加えられるであ 

ろぅ. ’
他方，不完全統合力’ポなわれるのは,基本的には次 

の2 つの場合である。第 }/は，完全統合を行なう誘因 

は無く，上記の条件が満たされている場合，第 2 ほ， 

完全統合を行なう誘因があり，かつ，上記の条件を満 

たしていても，完全統合による利益と同等ないとそれ 

に近V、利益が不完全統合によって得られる場合でち 

ろ。

第 1 の場合，統合が行なわれないときと比較して，

利潤の増大が期待されるから不完全統合は行われる。

すなわち, 不完全統合される'製造dk業の販売費用，宣

伝，広告費, 流通費用，製造.費用は，節減ないし消.減

するから，この低減分が, ’小売企業の当該製品の'購貿

価格を低下させ得るからでf c る。〔34〕(p. 131) 完全

統合の場合も,当然これら諸費用の節減ないし消減が

もたらされるゼ、、£ れによって減した費用(举位当り）

と，販売価格の開差= 単位当り利潤が，’1 •̂造業への資

本段:下を誘因するに十分な箱度に大きいがゆえに, 不 ，

完全統合よりも完全統合の方を,小売企寨に選択せし (1り
めるのである。 .
第2 の場合は,当該製品の裂造段陪の市場における 

製造企業の參入！沮止行動が主たる原因となって生ずる。 

すなわち，小売企業が完全統合によつて製造段階の市 

場に参入するならば, ' その市場の利潤率は低下するか 

' ら，製造企業は,この低下を阻止しようとするかもし 

れんい„ 胆止のためには，製造☆業は,小売企業が完 

全統合によって得る利益と同等に近、利益を小売業 

にたいして与えなければならない。製造企業は，完全 

統合の場合の費用条件と同等ないしそれに避V、条件で， 

プライペイト. プランドの製造を弓Iき受け,販売する

ことになるでもろう。小売企業の側でも，この費用条 

件でプライペイト. プランドの製造を引き受ける製造 

企黎の製品（メムカー. プチンド品）の販売に特別め俊 

遇措置をとるなどの条件を提ポして，完全統合のため 

の資本投下を行なわずして,全統合の利益と同等か 

それに近い利益を収めようとする。このようにして不 

完全統合の館2 の場合は成立するのである。〔42)

§ 3 . 製品差別化，参入障壁
••

( 1 ) 製品差別化

小売業における製品差別化は, ペイン，ケイヴネ等 

が端的に指摘していを通り，患所 （立地)，サービスの 

型，特 色 （サ一,ピスめ質）.にもとづいた製品達別化が 

し^̂ 设的にかなり重要である。」〔1〕（路訳（上) p. 249)
以下では, この一般的指摘を若千，敷衍したうえで， 

市場行動への影響, 集中との開係に言及した?^、。

小売企業のうち，.単一の，あるいはごく少数の製造 

企業の.独占的，挑他的流通経路の最末端機構となって. 
いる小売企業にあっては,’自らが製造企業の差別化政 

策の一環として位置づけられている結果，小売企業の 

行動は, . その製造企業の政策に決定的な影響をうけを。 

ごのような小売企業は,独自の差別化政策を展開する 

余地は限定されているふこれにたいして，一般小売企 

■業:に^>っては，独自の差別化政策をとる余地は大きい 

し小売企業間の自£l3な麓争が,独自の差別化政策の 

積極的展開を促進する。〔32〕
一般小壳業における差別化の特徴は， ''企 秉 （ないし 

は店舗）の差別化.(ertt(jrpris8 differentiation)あるいは，

ス，トア一. .イメージ（store im a g e )と呼ばれてい，る。 

r企業ないし店舗の差別化J とは，非価格要素と価格の 

热果的な組み合わせによって行なわれる。すなわち， 

立地，品撒え，店舗装飾，営業時間，配達サービス， 

信用販売，スタンゾ，懸賞ゲームを含む広告. 宣伝, 
販売方式の組み合わせ（たとえば，セルフサ-ビス方式と 

対ffiiサービス方式の併/n) などの非価格要素と個別製品 

あるいは販売される全製品め価格との効果的組み合わ

注( 1 1 ) ガロイァンは，ァメリ力の食料品小亮業における統合の实態分析から,完全統合が行なわれズいる製品の市場集中は

高、、ぐとを明らカ、にして、、る。商位集中は商利® 辦に閲係する'が, 利满率との相関につ'̂ 、ては直接言及されてし、な'̂、。 
〔34〕 (P.19) .
クックとシュシトは，アメリカの22の廣業について，市場银中とプライ.ペイト. プランドの和関を調を^した結果，両 

者は高い相関関係にることを見出しi ：ぃる。〔39〕 (pp. 34〜35〉
(12) ’ネ/レ、ノンと，メレストンのいう('ヴプリアプル. プライス♦ マ ー チ ヤ ンダイジンク*J (variable price merchandising) 

も，小売ミックスのl.-oである。〔3〕(p! 4) . • ん

249(1065)



:田学会ミ 67卷10号 （1974年10月）

♦
せを行なうのでもる，とれが, マーケティングで、う 

r 小売ミックスJ (retailing mhO でもる。〔43〕(p. 127), 
〔44) (p. 22) ‘
. 以上の一般小売業における差別化ニ r企業OS舗)の 

差別化」において，価格以外の# 価格耍素= 本去の製 

品差別化が主たる地位を占めており，また，その重耍 

性は高まっている。その理由は，一般小売企業舗） 

が版壳する製品の数（販売品目数）は，独占'的 ，排他的 

流通経路の機関たる小売企業0 ^舗)のそれよりも一般 

に多いと考えられる，，このI?ロ日数が多いことは，顏客 

(消貴者）の購買行動をして非価格要素によらしめる度 

合を強める。，なぜならぱ，顯 客 （消費者）は，多数の 

製品について, 価格，品質め小売企業OS舗)比較をす 

ることは不可能に近いからであるぃさらに前述のケ 

ン . ストップ，シh タピング鎭向が，非価格要素のf i  
襄性に力ii担してきている，〔45〕 (p. 61 ),C4€ (pp. 630 
〜631)
ただしいくつかの種類の製品については，価格が， 

消費者の購贾行動の主要な決定因である。 般に,買 

回り品（shopping g o cx k )の方が， 最寄品（convenience 
goods)よりも価格の重耍性は大きいかもしれないが， 

この分類では，小売企業（店舗）における価格，非価格 

の相対的重要性をみることはできない。これは，多く 

の実証研究がすでに明らかにしていることである。さ 

らに, 所得, 年齡, 人糖のちがいによっても，特定の 

店鋪を選好する理由は異なることを留意しておかなけ(13)
れはならない。

つぎに,小売業における差別化の小売市場行動に及 

ぱす影響及び银中との関連を耍約しておくことにする。

①個别製品の価格設定についていえぱ，各種の異 

なる価格が同時に異なる企業によってつけられる 

であろうみまた，いくつ力、の差別化手段において, 
他企業と比較して優位性を雄保L ている企業は， 

そのために価格差の持緯性を保つことができるで 

あろう* , I
②比較的嵩位の売手银中がみられる市場でも，小 

売業では一般に，価格に関する協調が困難である 

がゆえ'に, また，協調が生ずるならぱなおさら，

非価格競争は激烈となり，差別化のための費用は 

過多となるであろう， 〔1 〕（邦訳Ct) pp. 239〜 
247)

築中との関連性では，塞別化の1 耍因にすぎないがt 
主耍な耍因である広告. 宣伝は, § 2 やみたように， 

大企業の経済性が働き,立地は次に述べる参入障壁の 

もっとも大き要因である。小売業における差別化耍 

素のうち，これら2 要 素 告 ，宣伝と立地）が小売集 

-中傾向の促進耍因となる。 '

( 2 ) 参入障M
小売業の参入障壁は，理論的には製造業の場合と異 

なるところはない。 そして， 実まは f■普通とても低 

い」〔1 〕（邦訳（上）P .2 9 4 ) ,しかし，参入障壁の構成 

要素のいくつかは，若干の業種では、•■新規参入にさい 

して, 重大な実質的障壁を作ウ出すほどの大きさでは 

ないJ 〔1 〕 (相訳（上）p. 2 4 7 )という状況に大きな变'
イ匕が生じてきている。以下では, この状'ダ変化をとり 

ぁげる。

参入障壁の変化は，絶対費用と製品差別に生じてV、. 
る。まず, 絶対費用にっいてみると，必耍資本量は増. 
大する傾向にある。小売業は製造業と比較して,必耍 

資本量が，少なくてすむことは明らかであるが,業種に 

よっては（とくに’アメリ力の場合，愈料品小売業において), 
技術革新（販売方式のホ新〉.，と, . 製品差別化の進展がも. 
たらした必耍資本量の増大は著るしV、。その1 例とし 

T ,  F . T ‘ C . の食料品小売業に関する報告書の一 

部を引用すると，

f■最近数10年間に店舗の平均売場商積は劇的に跋大し 

た。1920年代後期に, 平均売場面積は1 ,5 0 0平方7 ィ 

~ トであったが，.ス パ ' - • マ.ーヶット方式がますま 

■す採用されるにまって， 新親開業店舗の乎均面積は， 

1964年には20, 000平方フィ一トにまで達レた。とれは 

必然的に参入に耍すさ資本量を増大させる結采となっ 

すこ。..，…J (筆者訳, 〔34〕（P .144)), C2'D (pp. 143-144) 
蛛遂別化め進展にょる參入障壁の変化という意味 

は，シa ッビング，センタ〜などの商業中心地への出， 

店が制服されたり，差別されたりする傾向力t生じてき

r-

> ± ( 1 3 )典型的な最寄品でf cる食料品についても，生]Ilf;食料品は，品斑と，販5̂ !にともなうサービスが前^̂ である。アメリカ 

では，★料品スーパー. マーケットにたいする顧容の選好を決定する要因として，価格以外の要因力*、大きなゥ- イトを. 
占めている友面，精肉については，品货と，販淹にともなうサービス（肉の「切り方J など）が,小亮店舗の適択の主 

たる因となっている。〔47；) 〔48：) '
所得ないし社会樹0 , 尔齡鳳人秘等の相逸による小お店の選好理山のちがいを分析した研究は多い。諸研究のサ­

ベイ は， ダーリンプルの著掛に評しいレ〔4め (DP.112〜113) . .
- •  250(1066 ) —
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たC：と で る 。これは近年，マメリ力で問題とされて 

きている。商業の中心地が郊外のシg ジビング•セン 

タへ移行したアメリ力では，差別化耍素としてきわ 

めて重要な「立地』の面で，他の企業（店舗）より極位 

に立つかぜかは，シa ツビング，センターに出店する 

'か杏かが決定的となる。，しかるに,，シ3 ;ッビング♦セ 

ンク一のデべP ッパ一は，自から設定した墓準にした 

力:ゥて小売企業ojr舗) を選別する。その驻準は，概し' 
て既存の大金寒に服って出店をi i めると力S あるいは 

優先的に出店を認めるなど,大企業に有利に設定され 

ている。これは，既存の中小企業が競争±不利な条件 

に立たされる?0 みならず，潜在的参入者にたいする障 

壁を高めることになる。C50X C51D. 〔5幻, 〔2 〕(pp. 
H4 〜146) .

小 括

以上，おもにアメリ力における研究をもとに，ル売 

業の市場構造の譜特傲とそれらの行動への影響につ、 

て整理を試みた。 ■
最後に，その要約を掲げておくことにする。

■ , ， ',

①小売業の売手集中に ' ^ いて：

小売藥おいて，売手集中が意味をもつ市場単位は， 

地方市場である。地方ホ‘場のi s 中の特徴は，旧来から 

，の小零細/j、壳業を中 <(> とする競争的肩辺部のはかに， 

スーパー.*チュブンやデパートなどの寡占的大現摸小 

売業も在するr部分寡占J として把撞することが,現 

.代的意味をもつ。しかし,行動の側面を理解するため 

には，地域市場，全国市場という広い範の市場にま 

たがる複数店舗をもつ大規模な小売業の行動が，地方 

市場行動に大きな影響を及ぼすこi も看過しえない重 

耍な耍因である。.近年め極めて多数の業種をあつかう 

総合化觸向が, 地方市場の売手集中，行動への影響を 

与えているのも最近の大きな特徴でることに注目す 

?^必要がろう。: ■

②資手としての小売業の資手集中について：

yミ手を構成するのは,旧来からの個別小売店舗ぱか 

りでなく,彼数店舗をもつ小売企業や共同購買解織な 

ども大きな構成耍因であることに注0 すべきでもろう* 
それらの集中の程成と売手（'製造業，卸売業)り集中の 

-制だとの对応から，売手一買手問の市場は，ネ論 の 通 ，‘ 
り，4 つに類型化される。各市揚顏型で形成されるf®

格，すなわち，地方市場の小売店ないし小売企業の越 

品購買伽J格は， 「重耍ん買手集中J をもつ全国企業の 

店舗と，全国的購買組織にカロ入してV、る店舗が招対的 

に有利となることが重要な結論である*
.ノ ' .

③規模の経清性について：

主要な実証れ究から,店舗および企業の経済性の存 

在はきらかでもる。とれが、まさに，店舗大型化，小 

売市場の寡占化め基礎となっている。また，企業規模 

の経済性の1 つとして，垂直統合の利益が，小売業に 

つ、、でもみとめられる。この5^誕研究がまさに現代小 

売業における垂直的統舍化の進展を内在的に説明する 

ものである。

. '  '

⑥製品差別化について：

小売業における製品差別化は, 一般小売業では，企 

業イメ- •ジとかストア . イメ J ジを中心とするr企業 

の差別化J を特徵とする。との企寒イメ一 ジに基づく 

製品差別をじた価格差体系力 ';競♦の主要な手段とな 

る，近年の傾向として，との製品塞別の鏡争に占める， 

比重は高まってきているといえる9 この非価格競争 

激化こそ, 現代小売業の.1 つの重要な特徴であるが，

そP 市場行動に与える影響は，協調の困難化となって 

顕在イ匕している。同時に，広告.宣伝等の活勘におけ 

る規模の経済性が，巢中を促進している。以上の製品 

差別化蔑争こそ，現代小売業の構造変化の1つの重要. 
な要因であることに注目すぺ#■である。 ’

⑤ ，入障

小売業の參入障壁は-^般に低い。しかし最近の#  
入必耍資本量の増大および製品差別化の進展などが参 

入.障壁を高めている。これがまた'か売業構造恋(匕ニ寡 

占化の要因となっている。

以上，最近の小売業の市場構造の諸特徴を理論的に 

再構成してみた。との市場機造の特徵を踏まえて，市 

場行動の中心となる価格政策,販売政策を理論的に整 

，理，検討するのが，次稿の課題である。このように小 

売業の市場情遺*行励を理論的に整理し，それをもっ 

てわが国小売業の市場構造‘ 行動を実証的に分析し， 

最後に，小売業に文すする有効な公非政策の措定のため 

に，市場成果を計*的に分析するのが著者の今後の課 

題である。 :
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